
 

京都市男女共同参画センター（ウィングス京都）の 

一部活用に関する基本協定書（案） 

 

京都市（以下「甲」という。）及び○○○○（以下「乙」という。）は、乙が、

京都市男女共同参画センター（ウィングス京都）の一部活用に係る契約候補事業

者選定のための募集要項（以下「募集要項」という。）に基づき提案した活用計

画に関し、下記事項のとおり協定を締結する。 
この協定を証するため本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印のう

え、各自１通を保有する。 

 
    年  月  日 

 
    甲 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 
      京都市 
      京都市長  

      松 井 孝 治  印 
 

    乙 △△△△△△△△△△  
      □□□□  
      ○○○○  

      ○ ○ ○ ○  印 
  

別紙４ 



（目的） 

第１条 本協定は、甲が実施する当該地の活用事業について、甲及び乙が相互に協力す

ることにより、当該地における乙の事業運営の円滑化を図ることを目的とする。 

２ 甲及び乙は、本協定の締結後、京都市男女共同参画センター（ウィングス京都）の

貸付に係る「定期建物賃貸借契約書」の締結に向け、協議を行うものとする。 

 

（協定期間） 

第２条 本協定の協定期間は、協定の締結の日から、貸付契約の締結の日までとする。

ただし、一部施設の廃止について市会の承認を得られなかった場合は、本協定は無効

とする。 

 

（信義誠実の原則）  

第３条 甲及び乙は、信義を重んじ誠実に本協定を遵守しなければならない。 

２ 乙は、契約候補事業者の選定に当たり提案した内容（審査過程において提出した資

料の内容を含む（様式２－１）。以下「活用計画書」という。）に基づき、事業を確実

に実施する。 

３ 本協定書、募集要項及び活用計画書に内容の相違がある場合は、本協定書、募集要

項、活用計画書（活用計画書の内容が募集要項以上の内容である場合は、活用計画書

を優先する。）の順位に従って、同順位間で相違がある場合は、本事業の趣旨に基づ

き、甲及び乙が誠実に協議のうえ、優先する内容を決定するものとし、かかる協議が

整わない場合は、甲及び乙の合理的な判断によりその内容を決定する。 

 

（貸付契約の締結）  

第４条 乙は、公共部分改修工事の完了後、甲が指定する日までに、「定期建物賃貸借

契約書」により契約を締結することとする。 

 

（土地調査等） 

第５条 乙は、あらかじめ甲と協議を行い、承認を得たうえで、当該地内において、活

用計画書の実現に必要な土地、建物等の調査等を行うことができる。  

 

（運営状況の報告） 

第６条 乙は、甲の求めに対して、運営状況に関し必要な報告を行うものとする。  

 

（基本協定等の変更） 

第７条 甲及び乙は、活用計画書の変更その他特別な事情が生じたときは、相手方と協

議のうえ、本協定の規定を変更することができる。 

２ 乙は、関係機関や地元との協議あるいは事業実施上の理由等から活用計画書を修正

する必要が生じた場合は、甲とその修正内容について協議し、了承を得るものとする。

ただし、甲が軽微な修正と判断した時は、乙から甲への報告をもって協議に代えるも

のとする。 



 

（協定の破棄） 

第８条 本協定は、次に掲げる事由のいずれかに該当する場合は、破棄することができ

るものとする。 

⑴ 第５条に定める本契約が、甲が指定する日までに締結されなかったとき 

⑵ 乙が、甲の承諾を得ずに、募集要項に基づく提案内容の主要な部分を変更するな

ど契約の相手方として不適当と認められる事情が生じたとき 

⑶ 甲又は乙が、相手方の本協定上の義務の履行を催促したにもかかわらず、なお当

該義務が履行されないと認められるとき 

⑷ 甲及び乙が本協定の破棄について合意したとき 

⑸ その他やむを得ない事由が発生したとき  

２ 甲及び乙は、前項の規定により本協定が破棄されたときは、既に本事業の準備に関

して支出した費用は各自の負担としたうえで、相手方に対し何ら損害賠償の請求を行

うことはできないものとする。 

 

（暴力団等の排除措置） 

第９条 甲は乙に対し、乙の役員等の氏名その他の必要な情報の提供を求めることがで

き、これらの情報を警察に提供することにより乙の役員等が暴力団等であるかどう

かについて意見を聴くことができる。 

２ 甲及び乙は、前項の規定による意見の聴取により得た情報について、本事業の実施

以外の業務において暴力団等の排除措置を講ずるために利用し、又は他の実施機関

（京都市個人情報保護条例第２条第４号に規定する実施機関をいう。）に提供するこ

とができる。 

３ 乙は、担当業務を第三者に行わせようとする場合は、暴力団等にこれを行わせては

ならず、当該第三者が暴力団等であることが判明したときは、直ちに、その旨を甲に

報告しなければならない。 

４ 乙は、本事業の実施に当たり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求（以下こ

の号において「不当介入」という。）を受けたときは、直ちに、その旨を甲に報告し、

警察に届け出て、捜査に必要な協力を行わなければならない。担当業務を第三者に行

わせる場合において、当該第三者が暴力団等から不当介入を受けたときも、同様とす

る。 

５ 甲は、乙が、担当業務を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等で

あることが判明したときは、乙に対し、当該構成員において当該第三者との間で契約

を締結させないよう求めることができ、当該構成員に対し、当該第三者との間で契約

を締結しないよう求めることができる。 

６ 甲は、乙が次の各号に該当するときは、本協定を解除すること、若しくは当該地の

貸付契約を締結しないことができる。 

⑴ 乙の役員等が暴力団等であることが判明したとき。 

⑵ 乙が担当業務を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であると

知りながらその契約を締結したと認められるとき。 



⑶ 乙が前項の規定による要求に従わなかったとき。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、乙が正当な理由なく本協定に違反し、その違反によ

り暴力団等を利する行為をし、又はそのおそれがあると認められるとき。 

 

（貸付契約不調の場合における処理） 

第１０条 乙の責めに帰すべき事由により、当該地の貸付契約の締結に至らなかった場

合、既に甲及び乙が本事業の準備に関して支出した費用はすべて乙の負担とするほ

か、乙は、当該地の貸付予定金額（年額）の 100 分の５に相当する金額の違約金を

甲に支払うものとし、他方、甲は何らの責任も負わない。 

２ 事由の如何を問わず、乙の責めに帰すべき事由なくして当該地の貸付契約の締結に

至らなかった場合、既に甲及び乙が本事業の準備に関して支出した費用は各自の負

担とする他、甲及び乙との間には、相互に債権債務関係が生じないものとする。 

３ 当該地の貸付契約の締結に至らなかった場合において、乙は、公表済みの書類を除

き、本事業に関して甲から交付を受けた書類及びその複写物をすべて返却しなければ

ならない。また、乙は、本事業に関して甲から交付を受けた書類を基に作成した資料、

文書、図面、電子的記録及びその複写物をすべて破棄しなければならない。この場合

において、乙は、返却した資料等の一覧表及び廃棄した資料等の一覧表を甲に提出す

るものとする。 

４ 第１項の違約金は、損害賠償金の予定又はその一部と解釈しない。  

 

（秘密保持）  

第１１条 甲及び乙は、本協定に関する事項につき、相手方の同意を得ずして、これを

第三者に開示しないこと及び本協定の目的以外に使用しないこととする。ただし、裁

判所その他公的機関により開示が命ぜられた場合、乙が相手方に守秘義務を負わせ

た上で本事業に関する資金調達に必要かつ合理的な範囲で開示する場合及び甲が法

令に基づき開示する場合は、この限りではない。 

 

（通知等） 

第１２条 本協定に定める報告、通知、協定の破棄等は、書面により、本協定に記載さ

れた当事者の名称及び所在地宛になされるものとする。 

２ 甲及び乙は、その名称及び所在地を変更した場合は、当該変更内容を通知しなけれ

ばならない。 

３ 甲及び乙は、前項の通知を行わない場合に、不到達をもって相手方に対抗できない。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第１３条 甲及び乙は、本協定上の権利義務につき、本協定の相手方の合意を得ること

なく第三者へ譲渡し、承継し、又は委託してはならない。 

 

（準拠法） 

第１４条 本協定は、日本国の法令に準拠する。  



 

（管轄裁判所） 

第１５条 本協定に係る訴訟は、京都地方裁判所をもって第一審の専属管轄裁判所とす

る。 

 

（定めのない事項） 

第１６条 本協定に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、甲及び乙が協議

して定めることとする。 


